
（様式①）

[健康福祉局] ７款２項４目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1
重度障害者医療費助
成事業

10,893,454 5,880,005 10,641,432 5,517,739 252,022 362,266

2 更生医療給付事業 4,912,916 1,231,830 4,763,596 1,193,388 149,320 38,442

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 15,806,370 7,111,835 15,405,028 6,711,127 401,342 400,708
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(様式②－1）

［ 局 課]

7 款 2 項 4 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】
1 　事業目的・必要性
  この事業は、重度障害者が医療を受けた際に要する費用（医療保険自己負担分）の助成を行うことにより、
重度障害者の健康保持及び生活の安定に寄与することを目的とする。

2 　実施内容
(1)　対象者

市内に住所を有する医療保険加入者であって、次のいずれかに該当する者
①身体障害者手帳1級または2級  ②知能指数35以下  ③知能指数36以上50以下でかつ身体障害者手帳3級
④精神障害者保健福祉手帳1級(入院医療費を除く）

(2)　助成範囲
　　 保険診療総医療費のうち、医療保険各法により規定されている保険給付分を除いた自己負担相当額。
(3)　助成方法
 　　原則は現物給付。県外医療機関で受診した場合等には償還払い。

【実績の推移・今後見込み】

対象者数 (社) (社) (社) (社) (社) (社)

(国) (国) (国) (国) (国) (国)

(後) (後) (後) (後) (後) (後)

(合計) 人
受診件数 (社) (社) (社) (社) (社) (社)

(国) (国) (国) (国) (国) (国)

(後) (後) (後) (後) (後) (後)

(合計) 件
現物給付 (社) (社) (社) (社) (社) (社)

(国) (国) (国) (国) (国) (国)

(後) (後) (後) (後) (後) (後)

(合計) 円
償還払 円
柔整 円
戻入等調整額 円
医療費計 円
※令和元年度予算及び令和２年度見込み医療費計は、診療報酬改定後の金額です。

【 事業費の内訳 】
（単位：千円）

【 事業スケジュール 】
通年、医療費助成

【 事業開始年度 】

昭和48年度（昭和48年7月1日）

【 根拠法令 】

・横浜市重度障害者の医療費助成に関する条例

・横浜市重度障害者の医療費助成に関する条例施行規則

【 根拠とするデータ等 】

・福祉医療費帳票照会データ、高齢重度障害者一部負担金一覧表、償還集計表

（ 局 － ）

6,028,299
11,011,505 11,078,977

10,005 △ 985

10,419,578
5,416,536

令和３年度 令和４年度平成30年度

18,215 17,741

平成29年度実績
15,260

9,834,502,319
648,250,056 649,644,157 644,183,700 618,711,215

56,552

18,111 17,294

平成30年度実績

健康福祉

区　分 金　額

令和２年度

3,447,414 1,674,629 1,650
0 362,266
0 5,517,7390

歳出

増△減 252,022 0 △ 119,264
令和元年度

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）

諸収入

6651,684,634

市債 一般財源

5,880,0050

一 般 財 源 等

0

県

3,328,150

令和元年度
事業評価書

番号

7-2-4
1

令和元年度
事業評価書

番号

健康福祉
事  業  名 特記事項

医療援助

補助事業

重度障害者医療費助成事業

10,893,454

財　源　内　訳
分担金及び負担金国

中期計画-３８の政策

政策番号 主な施策番号

生野　さゆみ

課長 係長 　福祉医療係

岩崎　均 勝倉　大輔本資料は、公正・適正に作成しました。

10,559,317

10,839,320

予
算

10,371,099
5,193,282

14,102 14,836

7,456,988

5,333,024

平成29年度

10,607,385
6,013,133

補助率

10,757,108
平成28年度

6,962,631 7,168,873
決
算

予
算

歳出

単独事業
10,641,432

18,503 17,292

平成27年度実績 平成28年度実績

341,364 347,952 374,834 389,539

22,228 22,260 22,495 22,935

14,100

583,388 606,373 610,162 605,464 679,370 620,859

2,972,139,833 2,550,996,697 2,591,161,031 2,709,008,473
1,729,028 1,784,467 1,825,118 1,845,627 1,978,529

840,122 850,624 895,348

合　　　　　計 10,893,454 10,641,432 252,022

3,077,004,323 3,207,858,338
3,891,274,981 3,968,217,084 4,022,295,401 4,004,922,051

△ 315,059 △ 469,738 △ 468,328 △ 1,465,346

扶助費 10,621,697 10,362,083 259,614

9,690,460,755 9,921,788,862

説　　　明
対象者の増

700,283,189 659,173,518
11,678,565 10,930,689 11,753,164 11,047,205 11,119,439 10,682,518

医療費支払事務委託料等 168,663 170,344 △ 1,681
その他事務費 103,094 109,005 △ 5,911

受診件数の減
２年に１度の証更新が行われない年のため減

10,516,959,824 10,117,770,384 10,349,995,647 10,581,014,878 10,362,082,998 10,621,697,393

令和２年度 令和元年度 差　引

令和元年度予算

56,807
22,985 23,421

△ 500,000 △ 500,000

4,169,220,239 4,080,136,266

883,081

403,811 425,603

3,219,544,733 3,397,973,717
10,041,889,660

2,941,898,315 2,928,922,134

1,929,543
804,276 830,142

2,445,737,347 2,563,779,677

9,805,313,129 9,448,135,915

令和２年度見込み
15,456 16,092

54,831 53,654 55,546 55,936

1-1



(様式②－1）

［ 局 課]

7 款 2 項 4 目 中期計画-３８の政策
中期計画-行政運営
中期計画-財政運営
新規・拡充

（単位：千円）

50 ％

事業費 事業費

市債＋一般財源 市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源 方針に関する決裁  種別()
有（          ）・無

【 事業の目的・必要性及び令和２年度実施内容 】
　身体障害者の有する障害の軽減・除去を行いその更生を図るため、国および都道府県（指定都市・中核市）の指定する医
療機関で医療給付を行う（関節形成術、心臓手術、人工透析療法、抗免疫療法、抗ＨＩＶ療法等）。
　医療機関で支払う窓口負担額から、国で定められた自己負担額（原則1割負担。所得によって上限額あり）を差し引いた額
を公費負担する（生活保護世帯は全額(10割)公費負担）。

【 実績の推移・今後見込み 】
扶助費の過年度推移と今後の見込み

【 事業費の内訳 】

扶助費
委託料
需用費
通信運搬費
使用料及び賃借料
償還金

【 事業スケジュール 】

【 事業開始年度 】

昭和29年

【 根拠法令 】

昭和29年「身体障害者福祉法」(第19条)→平成18年「障害者自立支援法」

→平成25年「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」

【 根拠とするデータ等 】

（ 局 － ）

令　和　２　年　度　事　業　計　画　書  （局・統 括 本 部）
健康福祉 医療援助

事  業  名 特記事項 中期計画-３８の政策 令和元年度
事業評価書

番号

7-2-4
2

政策番号 主な施策番号

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入

更生医療給付事業 令和元年度
事業評価書

番号

市債 一般財源

令和２年度 4,912,916 2,454,017 1,227,008 61 1,231,830

単独事業 補助率
補助事業 2,454,017

1,193,388
増△減 149,320 73,924 36,962 △ 8 0 38,442

令和元年度 4,763,596 2,380,093 1,190,046 69

決
算

4,849,745 4,983,605 4,928,991
1,191,790 1,256,278 1,228,387

令和４年度
予
算

5,094,921 4,970,699 4,885,000 予
算

4,928,235 4,923,790
1,277,074 1,245,913

歳出 平成28年度 平成29年度 平成30年度 歳出 令和３年度

健康福祉

課長 係長 福祉医療係

本資料は、公正・適正に作成しました。 岩崎　均 勝倉　大輔 石　英生

1,223,935 1,235,666 1,234,555

149,246
33
33
6
2
0

149,320

30,931 32,261 31,731 31,636 31,396 31,446

令和３年度見込
一
般
分

件数 6,381 8,388 8,268 8,820 9,408 9,508
単価

平成２８年度実績平成２９年度実績平成３０年度実績 令和１年度見込 令和２年度見込

198,341 279,775 193,788 201,927 209,440 219,245

298,988,568
生
保
分

件数 944 739 973 1,036 1,103 1,175
単価

給付費 197,368,695 271,119,869 262,355,926 279,029,520 295,373,568

216,741 217,036 218,442 216,476 213,541 212,597

257,612,875
生
保
人

工
透
析

分
件数 20,585 20,046 20,479 20,499 20,519 20,540
単価

給付費 187,234,313 210,110,705 188,555,691 209,196,372 231,012,320

41,101 50,457 63,417 72,803 83,194 83,578

4,366,742,380
経過措
置Ａ－
ア

件数 11 4 18 14 15 15
単価

給付費 4,461,603,864 4,481,352,259 4,473,471,895 4,437,541,524 4,381,647,779

43,989 50,690 43,793 43,925 43,854 44,057

1,253,670
経過措
置Ａ－
イ

件数 11 10 15 13 14 14
単価

給付費 452,114 201,826 1,141,504 1,019,242 1,247,910

616,798
ﾚｾﾌﾟﾄ件数合計 27,932 29,187 29,753 30,382 31,059 31,252

給付費 483,878 506,895 656,897 571,025 613,956

4,925,214,291

区　　　分 Ｒ２年度 Ｒ１年度 差　引 説　　明

扶助費合計 4,847,142,864 4,963,291,554 4,926,181,913 4,927,357,683 4,909,895,533

455 422 印刷製本費の単価の増
257 251 郵送料値上げによる単価の増

4,909,895 4,760,649 件数の増
2,101 2,068 単価及び件数の増

合　　　計 4,912,916 4,763,596

198 196 消費税増税
10 10 前年同額
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